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1.緒論 

近年，地球温暖化に伴う様々な生態系への影響が顕在化しつつある．国立環境研究所によると水温上昇が原

因とみられるサンゴの北上現象が確認されており 1），現在のサンゴ生息域の北限は千葉県館山市であるとされ

る 2)．また，サンゴの定着が新たに確認されている地域ではそこで暮らす人々がサンゴの存在を知らないこと

がほとんどであるということも先行研究 3)により指摘されている．北上するサンゴは，新たに加入する生物種

であるため，生態系管理の観点から行政による対応が行われている可能性がある．さらに行政対応の背景とし

ては，社会意識に基づく地域ニーズが存在すると考えられる．本研究ではサンゴと共生する社会の形成が求め

られていること 4)を念頭に，その基礎資料を得ることを目的として，サンゴの北上状況とそれに対する行政対

応を調べるとともに，サンゴ北上に対する社会意識について分析する． 

2.方法 

2.1 新聞記事の内容分析 

 サンゴの北上に対する社会意識を調査するため，全国 7 紙と地方 12 紙における 1998 年から 2022 年のサン

ゴ保全に関する記事 76 件を「新聞データベース（日経テレコン，日本経済新聞社）」から収集し，各地での状

況を調査・整理した．また，記事本文の内容分析を行うため，計量テキスト分析を行なった．本解析には KH 

-Coder5） を用いた．さらに，「北上」をキーワードと設定し関連語検索を行い，共起ネットワークを作成する

ことでサンゴの北上に関する記事の特徴を整理した． 

2.2 サンゴに関する行政対応 

現状のサンゴへの対応状況の把握とその活動や対策に至ったプロセス解明のために，対象 9 県の行政が策定

する計画の調査を行った．また，計画に記載されていた内容について深く掘り下げるために，行政担当者等を

対象にサンゴの位置づけ・活動内容・対応に至った経緯・今後の展望についてアンケート調査を行った． 

3.結果・考察 

3.1 サンゴの北上状況 

 現在のサンゴの北上状況を図 1に示す．サンゴ生息域の北限とされる千葉県館山市では，2007 年に初めて

南方系のサンゴの定着が確認された．ここで，同様の太平洋側の南方系のサンゴに着目すると，1979 年に三

重県で，1993 年に静岡県で確認されていることが分かった．したがって，サンゴは三重県，静岡県を経由し

て，千葉県へ移入していると考えられる．また，九州地方

では，1967 年に鹿児島県で，1990 年に熊本県で，2008 年

に長崎県でサンゴの定着が確認された． 

3.2 サンゴに関する行政対応 

 1990 年以前からサンゴが加入していたグループ A，

1990 年以降の B で分類した表 1より，対象全 9 県でサン

ゴに関する何らかの計画が立案されていることが分かっ

た．一方で B には地域の課題，活動内容，今後の方針につ

いては計画に記載のない県があり，サンゴの加入時期が関

係していると推察された．また，アンケート調査より，A

のサンゴへの対応を始めた経緯として，オニヒトデの大量

発生，生物多様性戦略の策定，海中公園指定，研究組織並

 

図 1．サンゴの北上状況 

jsce7-124-2023

                               1 / 2



びに協議会などの設立が挙げられた．一方で B にはサンゴへの対応を促す事象が確認されなかった．今後，

サンゴの北上が進むにつれて B においてもサンゴの分布が拡大し，保全等の機運や必要性が高まっていくと

推測される．したがって，より計画的で有効なサンゴへの対応を行っていくためには，B のように比較的新し

くサンゴが加入した地域でもできるだけ早期にサンゴの情報収集や保全等の活動を行う調査研究基盤を形成し

ておくことが望ましいと考える． 

3.3 共起ネットワークの分析結果 

 共起ネットワークの分析結果(図 2)から，「北上」は「調査」，「確認」などの単語とともに現れており，サ

ンゴの北上の認知には研究機関等による調査結果が密接に関わっているという社会意識の構造が示された．ま

た，「研究」は「温暖化」，「海水温」とともに示されることが多く，それと同時に「北上」にも関連している

ことから，サンゴの北上に対する社会意識には海水温や温暖化などの研究が影響していると考えられる．した

がって，社会意識構造の成り立ちの面からも，研究機関により明らかにされる事実や知見が重要な位置を占め

ていることが示された．このことは，前節で提案した調査研究基盤の必要性とも整合している． 

4.まとめ 

サンゴの北上に対する行政対応については，地域によって差が生じており，支援組織の存在やサンゴに関す

る議論の頻度などが影響していると推察された．また，北上に対する社会意識と「研究」の関係性を見出すこ

とができた．実際に北上した南方性のサンゴを含めた保全が行われている地域として，例えば高知県では黒潮

生物研究所，和歌山県では串本海中公園センターといった組織がある．このような研究組織を核にした行政へ

の協力体制が有効であることは言うまでもなく，たとえ小規模であってもサンゴの分布が拡大する以前に同様

な組織を構築することが望まれる．                                                                                    
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図 2．「北上」に関連した共起ネットワーク 

表 1．サンゴに対する各県の行政対応 
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